第9章 貧困削減に対するNGOと民間企業の協力

　２００１年のテロリスト攻撃によるニューヨークの世界貿易センターでの３０００人に近い死者が出た悲劇は、世界にショックを与えた．この根本にある原因の１つが所得格差の問題であると考えられた。そして、同問題の解決のためには、世界銀行とNGOの協力が今後は決定的に重要ある。このことを本章で説明しよう。

　貧困削減（ＰＲＳＰ）では参加が重要であることを述べた。確かに、ＰＲＳＰは当事国政府が中心となって作成する。しかし、その作成過程、実施過程ではできるだけ多くの人が参加することが望ましい。本章では特に民間企業とＮＧＯが重要となっていることを説明する。
　本章の内容は以下のとおりである。第２節で混合経済の変化を図２にそって説明する。民間部門と擬似公共部門の比重がグローバル化によって大きくなったことを示す。この「擬似公共部門」にNGOが含まれる。第３節で、世銀とNGOの貧困減少に対する協力が必要になったことを説明する。そして世銀から独立しNGOとなった組織を紹介する。
　　　　　

第１節　ＮＧＯなどの擬似公共部門拡大の背景
　経済運営の方法として混合経済という形態がある。「民間部門」と「公共部門」があり、民間部門が市場競争によって経済活動を行い、公共部門が市場競争による失敗を補う(図１参照)。しかし、経済のグローバル化によってこの形態に大きな変化がもたらされた。それを図１に示した。

  第１に、民間部門の比重が公共部門に比べて格段に大きくなった。民間部門でも多国籍企業の企業規模が、買収や合併で大きくなり、小さな国の経済規模を超える企業も多くなった。経済の自由化は、これにより所得の格差を大きくする可能性を増した。第２に、民間部門でも公共部門でもない擬似公共部門の比重が大きくなった。「擬似公共部門」でも非政府団体（NGO）の比重が高まっている。NGOの役割としては、所得格差による貧困層の意見を代弁する役割がある。そこでは、情報が重要な役割を果たす。
第２節　擬似公共部門（ＮＧＯを含む部門）の役割の増大
  以下で混合経済における２つの特徴を示す｡第1の特徴について､経済セクターを「民間部門」と「公共部門」（政府セクターを含む）に分けて考える。そして「市場競争」が働く財と「市場の失敗」が発生する財と２種類の財がある。「市場競争」が働く場合には｢民間部門｣が担い、「市場の失敗」がある場合に公共部門の役割がある。これが教科書的な考え方である(図１参照)。この関係が、グローバル化によって大きく変化している。
　かつての日本などの産業育成政策などで議論されたのは、公共部門が市場競争に介入する場合であった。市場競争が働くにもかかわらず、政府が介入して特定産業を育成することが望ましいかについての議論であった。近年ではその逆の場合が多くなった。第1に、民間部門が市場の失敗を補う場合が多くなったことである。たとえば、発電所、道路や水道などのインフラは、かつては政府が提供したが、近年は民間部門に属する多国籍企業により建設されることも多くなった。外部不経済の典型的な例として挙げられる環境問題も、民間企業の費用で解決される例も出てきている。インターネットの外部効果は、民間企業により生かされる。民間部門が市場の失敗を補うことが多くなった。この理由として、民間部門の多国籍企業が合併や買収で企業規模が大きくなり、国の経済規模を超える企業も大きくなったことを指摘できる。
  第2に、半官・半民のセクターが経済発展の過程で重要であることを指摘したい。この半官・半民のセクターを「擬似公共部門」と呼ぼう。この擬似公共部門にNGO（非政府組織）も含まれ、その役割が大きくなった。この非政府組織が、そのウエイトを増した民間部門とそのウエイトを小さくした公共部門とのつなぎをする。たとえば、多国籍企業の発展で所得格差が大きくなる。その所得格差を小さくするためにNGOが貢献する。半公共財は、半官・半民の経済主体により提供されることが望ましい場合がある。これまでは、国家あるいは政府の役割の議論はなされてきた。しかし、民間と政府との中間に位置する半官・半民の経済主体が提供すべき「擬似公共財」の分析が十分ではなかった。つまり、民間部門と公共部門のつなぎとなるNGOの役割の分析である。
　以上を要約すると、強調すべきは、つぎの２点である。第1に、近年において多国籍企業を含む民間部門は市場競争の働く部門だけに関与するのではなく、市場競争では効率を達成できない「市場の失敗」の財・サービスを提供する（図１参照）。第２に、経済発展の段階では、NGOなどを含む擬似公共部門が、擬似公共財を提供する。世界銀行とNGOの協力が重要になったことを例を第４節で示す。
図１　民間部門による市場の失敗の補完




















図2　混合経済の変化






























































































所得格差の是正による社会不安の低下
出所：　筆者作成


















　
第３節　グローバル化におけるマルクス主義の衰退とＮＧＯの台頭
　１９８０年を境に始まった世界経済の構造調整は、貿易・投資の自由化などの経済自由化を推進した。この過程で社会主義国の市場経済化が進み、グローバル化が進んだ。いわゆる市場経済化の進展である。このような社会主義の国では、マルクス主義が衰退する結果となる。しかし、貿易・投資の自由化により恩恵を受ける人とそうでない人との所得の格差は大きくなる。

  情報技術（IT）産業の発達は、ジェネラル・エレクトロニックスに代表されるように経営方式に大改革をもたらし、世界的な合併・買収、提携をもたらした。グローバル化の主役は、民間企業の経営革新にあった。多国籍企業は直接投資をすることによってエマージング・マーケット（新興国）に貢献した。地球的な規模での経済成長を促進したが、一方でデジタル・デバイドと呼ばれる所得格差を生んだ。経済自由化による効率の上昇は、成長につながるが、所得格差を拡大する。この所得の格差は、一国内でも、国と国との間でも発生した。先進国にも世界的な企業合併でリストラによる失業が生まれた。途上国では国有企業改革による失業が生まれた。したがって、地球規模で世界の所得を再配分する必要性が生まれた。世界全体の所得の再配分をしないと、世界の社会的安定性を保つのが難しい段階に達した。
  この所得格差が大きくなる状況の中で、貧困層を支えるマルクス主義が社会主義国の市場経済移行で力を失っていく。それに代わる貧困層の代弁者として３つの可能性があった。第１にイスラム教、第２に世銀、国連、国際通貨基金などの国際機関、第３にNGOである。こうした状況下でNGOが貧困層の声を反映する力として確実に成長している。

  貿易と投資の自由化が所得の格差を生んだ。そのような自由化をもたらしたのは、世界貿易機関や世界銀行であるという批判がある。このように考えるＮＧＯは、世界貿易機関や世界銀行に所得の格差を小さくするように働きかける。この所得格差の是正のためには、世銀や国際通貨基金などの国際機関が大きな役割を担うことも期待されている。そして、NGOと世銀などの国際機関の協力が必要となっている。
第４節 世銀とNGOの協力
　さて、特に注目すべき世界銀行とNGOの連携として｢グローバル・デベローピング・ネットワーク｣（GDN）がある。GDNは、２００１年の３月に世銀から独立し、NGOになった。このGDNは、途上国の研究者の人材を育成し、その研究を政策に生かし、貧困の削減に役立てることを目標とする。ここでは、情報を有効に利用することで貧困を削減する。世界銀行には、ほかにも民間のインターネット会社の「ヤフー」（Yahoo）に相当する｢グローバル・デベローピング・ゲートウェー｣も世銀から独立し、NGOになる。また、｢グローバル・デベローピング・ロングデスタンス・ラーニング｣も将来は世銀から独立しNGOとなる計画がある。こうして民間部門でもなく、公共部門でもない、NGOが世銀と連携し、市場の失敗を補っていくケースが増えている。そして、ＧＤＮの活動のための資金が一部フォード財団などの民間企業から提供されている（ＧＤＮなどの詳細は、第２章を参照）。
第５節　世銀とＮＧＯ
　経済運営の方法として混合経済という形態がある。民間部門と公共部門があり、民間部門が市場競争によって経済活動をし、公共部門が市場競争による失敗を補う。しかし、この形態に大きな変化が経済のグローバル化によってもたらされた。民間部門でも公共部門でもない擬似公共部門の比重が大きくなった。擬似公共部門でも非政府団体（NGO）の比重が高まっている。NGOの役割としては、所得格差による貧困層の意見を代弁する役割がある。世界銀行とNGOの連携の１例として｢グローバル・デベローピング・ネットワーク｣（GDN）がある。GDNは、２００１年の３月に世銀から独立し、NGOになった。この役割は、途上国の研究者の人材を育成し、その研究を政策に生かし、貧困の削減に役立てることを目標とする。ここでは、情報を有効に利用することで貧困を削減する。こうして民間部門でもなく、公共部門でもない、NGOが世銀と連携し、市場の失敗を補っていくケースが増えている。
  NGOの役割は、第三段階にはいったと理解する。当初は、NGOは反政府的な色彩があった。つぎに、途上国の開発においてNGOの協力が必要な場合が出てきた。現在は、NGOの役割が経済開発に不可欠であり、積極的な参加が必要である。ＮＧＯは、一方でこれまでの公共部門の役割を果たし、一方でそのための資金を民間企業からの寄付で賄う。このような形態が今後は増えていくと予想される。
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